
決　算　報　告　書

自　２０２５年０４月０１日
至　２０２６年０３月３１日

一般財団法人　日本看護学教育評価機構

(　第8期　)



(単位：円)

当年度
（２０２５年度）

前年度
（２０２４年度）

増減

Ⅰ　資産の部

1. 流動資産

現金 61,366 63,425 -2,059

普通預金 18,134,885 15,112,526 3,022,359

貯蔵品※1 0 20,000 -20,000

前払費用 466,064 477,559 -11,495

未収還付消費税※2 73,400 0 73,400

　流動資産合計 18,735,715 15,673,510 3,062,205

2. 固定資産

ソフトウェア※3 2,364,177 2,530,277 -166,100

差入保証金※4 1,380,000 1,380,000 0

　固定資産合計 3,744,177 3,910,277 -166,100

3.繰延資産

更新料 63,250 189,750 -126,500

63,250 189,750 -126,500

　資産の部合計 22,543,142 19,773,537 2,769,605

Ⅱ　負債の部

1. 流動負債

未払金※5 677,123 505,791 171,332

未払法人税等※6 70,000 70,000 0

未払消費税等※7 0 908,000 -908,000

預り金※8 208,714 263,096 -54,382

前受金 100,000 0 100,000

　流動負債合計 1,055,837 1,746,887 -691,050

　　負債の部合計 1,055,837 1,746,887 -691,050

Ⅲ　正味財産の部

1.指定正味財産

指定正味財産 0 0 0

　指定正味財産合計 0 0 0

2.一般正味財産

一般正味財産 21,487,305 18,026,650 3,460,655

　一般正味財産合計 21,487,305 18,026,650 3,460,655

　　正味財産の部合計 21,487,305 18,026,650 3,460,655

　負債及び正味財産合計 22,543,142 19,773,537 2,769,605

【貸借対照表注記】
※1　2024年度返納分Quoカードを2025年度評価員に支給
※2　2割特例適用による中間納付済金額からの差引分
※3　看護学教育評価システム開発・改修費
※4　2022年度事務所移転に伴う保証金
※5　未払金の詳細については、5ページ「財産目録」を参照
※6　未払法人税等とは具体的には都税（均等割）のこと。2025年度は1年分の都税70,000円となる
※7　2025年度は2割特例が適用可能のため選択し、中間納付分の一部が還付されたため未払分はなし
※8　2026年1-3月期の給与（文科省委託事業に係る任期制業務補助職員分含む）及び税理士、社会保険労務士の源泉所得税

貸借対照表
２０２６年３月３１日現在

勘定科目

　繰延資産合計
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(単位：円)

当年度
（２０２５年度）

前年度
（２０２４年度）

増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

(1)経常収益

受取会費 ※1 16,500,000 15,800,000 700,000

事業収入 20,820,000 19,866,000 954,000

審査料※2 17,820,000 19,800,000 -1,980,000

事業収入※3 3,000,000 66,000 2,934,000

受取国等からの委託費 0 0 0

受取寄付金 0 0 0

諸収入 158,806 117,859 40,947

受取預金利息 46,235 5,232 41,003

雑収入 112,571 112,627 -56

　経常収益計 37,478,806 35,783,859 1,694,947

(2)経常費用

①事業費 26,124,327 29,354,382 -3,230,055

役員報酬※4 1,500,006 1,500,006 0

給与※5 11,238,381 12,872,225 -1,633,844

退職給付費用 0 2,031,248 -2,031,248

法定福利費※6 1,359,916 1,824,512 -464,596

印刷製本費※7 1,597,164 1,254,641 342,523

旅費交通費※8 2,459,082 2,787,706 -328,624

通信運搬費 260,771 171,069 89,702

交際費 0 0 0

賃借料※9 3,177,924 2,931,313 246,611

支払保険料 800 16,360 -15,560

水道光熱費 267,304 265,363 1,941

消耗品費※10 839,625 135,977 703,648

租税公課※11 380,500 908,000 -527,500

保守管理費※12 888,254 793,100 95,154

謝金※13 490,547 556,848 -66,301

支払手数料 50,565 39,480 11,085

委託費※14 384,010 230,560 153,450

会議費※15 170,178 156,158 14,020

諸会費 0 0 0

減価償却費※16 958,100 829,216 128,884

更新料償却※17 101,200 50,600 50,600

【正味財産増減計算書注記】

※１　 受取会費 ： 正会員153校と賛助会員4社の会費収入。100,000円×153校＋300,000円×4社＝16,500,000円

※２　 審査料 ： 2025年度審査料等収入。1,650,000円（税込）×10校+（再受審）990,000円（税込）×1校+（受審取消料）330,000円（税込）×1校＝17,820,000円

※３　 事業収入 ： R7年文科省委託事業費

※４　 事業費役員報酬 ： 常任理事報酬全額と代表理事報酬 50％を計上

※５　 事業費給与 ： 職員3名:80％を計上。文部科学省受託事業分895,250円含む。（2024年度は案分比率：1名100％・2名80％のため差額あり）

※６　 事業費法定福利費 ： 事業費給与計上割合と同じ

※７　 事業費印刷製本費 ：  評価員（33名）、機構担当者（10名）へのQuoカード代、文科省印刷製本費含む

※８　 事業費旅費交通費 ： 代表理事、常任理事、職員（按分率は給与と同じ）交通費、実地調査に伴う旅費、日当費用、文科省委託事業費旅費交通費

※９　 事業費賃借料 ： 事務所賃借料、複合機リース代の80％を計上（2024年度より4月家賃は前払費用としたため2024年度と差額あり）

※１０ 事業費消耗品費 ：文科省委託事業費用を含めて計上のため

※１１事業費租税公課 ：消費税2割特例適用のため

※１２ 事業費保守管理費 ： WEB評価システムに係るサーバ利用料・保守、文科省委託事業費に係る保守管理費（117,154円）含む

※１３ 事業費謝金 ：研究員、外部有識者謝金

※１４ 事業費委託費 ：広報事業ウェビナー開催委託費、文科省委託費

※１５ 事業費会議費 ：実地調査時昼食代、事務所会議時弁当代

※１６ 減価償却費 ： 既利用開始「看護学教育評価システム」2022年度・2023年度・2024年度・2025年度の開発改修費の

5年(60ヶ月)定額償却の12ヶ月分と、2026年度改修費の5年（60か月）の1か月分計上

※１７ 事業費更新料償却 ：2024年10月支払いの202,400円のうち2025年4月～2026年3月（12か月分）

正味財産増減計算書
２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで

勘定科目
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当年度
（２０２５年度）

前年度
（２０２４年度）

増減勘定科目

②管理費 7,823,824 7,203,328 620,496

役員報酬※18 499,994 499,994 0

給与※19 2,585,763 1,593,046 992,717

法定福利費※20 815,572 506,597 308,975

福利厚生費 38,712 32,017 6,695

印刷製本費 212,393 191,603 20,790

旅費交通費※21 89,984 86,410 3,574

通信運搬費 97,440 133,869 -36,429

交際費 5,400 12,852 -7,452

賃借料※22 794,484 732,831 61,653

支払保険料 200 4,090 -3,890

水道光熱費 66,824 66,337 487

消耗品費 34,526 247,870 -213,344

保守管理費※23 593,455 623,600 -30,145

謝金 0 0 0

租税公課 10,520 23,400 -12,880

支払手数料 5,990 10,895 -4,905

委託費※24 1,920,251 2,395,800 -475,549

新聞図書費 0 1,250 -1,250

会議費 21,016 22,717 -1,701

諸会費 6,000 5,500 500

更新料償却※25 25,300 12,650 12,650

　経常費用計 33,948,151 36,557,710 -2,609,559

当期経常増減額 3,530,655 -773,851 4,304,506

2. 経常外増減の部

(1)経常外収入 0 0 0

(2)経常外費用 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

税引前当期一般財産増減額 3,530,655 -773,851 4,304,506

法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 0

当期一般正味財産増減額 3,460,655 -843,851 4,304,506

一般正味財産期首残高 18,026,650 18,870,501 -843,851

一般正味財産期末残高 21,487,305 18,026,650 3,460,655

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期正味財産増減額 0 0 0

正味財産期首残高 0 0 0

正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 21,487,305 18,026,650 3,460,655

【正味財産増減計算書注記】

※１８　管理費役員報酬 ： 代表理事報酬の50％を計上

※１９　管理費給与 ： 事務職員3名の20％を計上（2024年度は2名分を案分していたため差額あり）

※２０　管理費福利厚生費 ： 事務職員3名の20％を計上、健康診断補助費

※２１　管理費交通費 ： 事務職員3名の20％計上、企画運営部会傘下理事の事務局会議時交通費

※２２　管理費賃借料 ： 事務所賃借料、複合機リース代の20％を計上（2024年度より4月家賃は前払費用としたため2024年度との差額あり）

※２３　管理費保守管理費 ： 事務局運営に係るITツール利用料、保守サポート料

※２４　管理費委託費 ： 税理士・社会保険労務士委託料、事務局NAS入替に伴う移管作業費

※２５　管理費更新料償却 ：2024年10月支払いの50,600円のうち2025年4月～2026年3月（12か月分）
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１重要な会計方針

① 会計方針
「公益法人会計基準」(平成２０年１２月１日　内閣府公益認定等委員会)を採用している。

② 消費税等の会計処理
消費税の会計処理は税込方式によっている。

③ 固定資産の減価償却について
その他の資産　器具及び備品については定率法により、ソフトウエアについては定額法により実施している。

財務諸表に対する注記
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(単位：円)

Ⅰ　資産の部

1. 流動資産

現金 61,366

事務局 61,366

普通預金 18,134,885

PayPay銀行　ビジネス営業部　普通20XXXXX 14,953,798

三井住友銀行　神田駅前支店　普通1XXXXXX 637,780

ゆうちょ銀行　00180-X-4XXXXX 268,845

PayPay銀行　ビジネス営業部　普通25XXXX 1,679,562

PayPay銀行　ビジネス営業部　普通15XXXX 594,900

0

466,064

73,400

　流動資産合計 18,735,715

2. 固定資産

ソフトウェア 2,364,177

看護学教育評価システム 2,364,177

差入保証金 1,380,000

大沢ビル4階　保証金 1,380,000

　固定資産合計 3,744,177

63,250

63,250

　資産の部合計 22,543,142

Ⅱ　負債の部

1. 流動負債

未払金 677,123

社会保険料　3月分 322,391

カゴヤ・ジャパン　サーバー利用料　3月分 11,000

NTTファイナンス通信料　3月分 13,314

日本郵便㈱　後納郵便料　3月分 26,637

㈱オフィスバスターズ　複合機カウンター料・保守サポート　3月分 44,610

竹谷社会保険労務士事務所 1,996

文部科学省受託事業人件費 257,175

未払法人税等 70,000

2025.04.01～2026.03.31　都民税均等割 70,000

未払消費税 0

2025.04.01～2026.03.31　 0

預り金 208,714

源泉所得税　1～3月分（文科省委託事業に係る任期制業務補助職
員含む）、住民税

208,714

前受金 100,000

2026年度年会費 100,000

　流動負債合計 1,055,837

　　負債の部合計 1,055,837

Ⅲ　正味財産の部

一般正味財産 21,487,305

一般正味財産 21,487,305

　一般正味財産合計 21,487,305

　　正味財産の部合計 21,487,305

　負債及び正味財産合計 22,543,142

前払費用

3. 繰延資産

更新料

　繰延資産合計

財産目録
２０２６年３月３１日現在

勘定科目 金額

貯蔵品

未収還付消費税
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監査報告書

一般財団法人 日本看護学教育評価機構
代表理事 菱沼 典子 殿

.2026年 5 月／f日

一般財団法人 日本看護学教育評価機構

監 事 外、日匂

監 事 嵐住（め窄

私は、定款の規定に基づき 2 0 2 5年4 月 1 日から 2 0 2 6 年 3 月 3 1 日までの
2 0 2 5年度における会計および業務の監査を行い、次の通り報告する。

1.監査方法の概要
1)会計監査については、出納帳ならびに関係書類の突合せや閲覧など必要と思われる監

査手続きを用いて計算書類の記載事項を調査検討した。

2)業務監査については、理事会およびその他の会議に出席し、理事からの業務報告を聴
取し、関係書類の閲覧など必要と思われる監査手続きを用いて理事の業務執行の状況
を調査検討した。

2.監査意見
1)収支計算書、貸借対照表、財産目録および正味財産増減計算書は、会計の出納帳の記

載金額と一致し、収支状況および財産目録を正しく示していると認める。

2)事業報告の内容は真実であると認める。

3)理事の職務執行に関する不正な行為または法令もしくは会則に違反する事実はない
と認める。


	2025年度決算報告書（第8期）.pdf
	一般財団法人日本看護学教育評価機構　決算報告書（第8期）
	1）2025年度JABNE決算報告書For監査　表紙
	2）1ページ-2
	貸借対照表

	4）4ページ
	注記

	5）5ページ-2
	財産目録


	3）２～３ページ-3
	正味財産


	2025年度監査報告書_20260519.pdf



